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The 2007 Niigataken Chuetsu-oki earthquake caused a devastating damage to Kashiwazaki City, which has a 
population of 100,000 people and a total of 60,000 building footprints.  As the first step for disaster victims to 
recover from the disaster, they need to receive “Damage Cetrificate”. The city succeeded in issuing about 18,000 
certificates for the first 14 days with the help by the GIS based Damage Certificate Issuing Program which was 
developed based on the lessons learned from the 2004 Niigata Chuetsu earthquake. In order to share the know-how 
about this operation, we developed  a pacakage of Work Breakdown Structure (WBS), Scheduling in the form of 
Gant Chart, Resource Assignment based on the PMBOK framework developed by PMI . 
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１．はじめに 
 

災害エスノグラフィーは効果的な災害対応を分析する

ための重要な研究手法である．それには，被災地の人々

が持つ災害対応に関する暗黙知を形式知化し，災害過程

に関する理解を深め，将来の減災に活かすことを目的と

している． 
 田中(2000)1）は災害エスノグラフィーにおけるデータ

の収集手法として，1)構造化されないインタビュー法の

採用，2)時系列にしたがった話題の展開，3）3 つの教訓

に関する視点という手続きを示している．体験者のイン

タビューを通して，被災地に居合わせた人だけが知りう

る新しい事実を収集,紹介している．災害エスノグラフィ

ーでは，どの災害でも繰り返す問題の同定と，そのソリ

ューションを提供することが求められている．しかしイ

ンタビューの積み上げだけでは，体系的，整合的な業務

プロセスを確立することは難しい．被災地に居合わせた

人々の体験は，本質的に断片的であり，相互に矛盾した

見解を含んでいるからである．そこでエスノグラフィー

を構築するためには，これらの個々の体験を体系化し，

整合することが必要となる． 
本研究では，体験者からのインタビュー内容を業務プ

ロセスとして可視化し，それを体験者にフィードバック

し，このループを複数回繰り返すことで業務の可視化の

質をあげる，実体験に基づいた災害対応業務の記述手法

を提案することを目的とする． 
本稿では 2007 年新潟県中越沖地震災害で被災した柏崎

市における罹災証明集中発行業務を対象として，その実

現可能性について検討する．罹災証明集中発行業務は，

被災者生活再建支援を行う上での被災者の支援基準を決

める重要な役目を担っており，いかなる被災自治体にお

いて避けられない業務である．この業務経験を可視化す

ることで，未だ被災経験のない自治体の防災力向上に資

することを目指す． 
 

 

２．災害対応業務の標準的な記述手法の要件 
 
(1) 災害エスノグラフィーの方法論 
林ら(1997)2)は，災害エスノグラフィーの方法は出発点
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からゴールまで一直線に進む過程でなく，何度も仮説・

検証・修正を繰り返しつつ核心に迫るフィードバック過

程であるとしている．出発点である現地の人々の言動に

ついて見聞や質問によって検証する．不具合があれば，

さらに観察や質問を重ねる．あるいは仮説やそのものを

修正する．こうした過程を妥当な理解に至るまで継続す

ることが災害エスノグラフィーの方法論であるとしてい

る． 

 

(2) 先行研究から見る本手法における要件 

高島(2006)3)が生活再建支援業務に被災者のニーズに合

わせたシステム開発をするため，現場の実態・実情を十

分に考慮する必要性からエスノグラフィー調査に基づい

て外部設計を実施している．また田中(2006) 4)は建物被害

認定調査業務という個別の業務が，どのように問題に直

面し，どう乗り越えたという問題解決に向け，現場の実

態・実情を明らかにしようとしている． 
しかしながら，これらの先行研究は，断片的な教訓や

コツを抽出できたとしても，体系的かつ整合的な業務の

可視化に至っていない．また成果に至るまでの過程には

属人的な部分が含まれており，他の災害に対しての適用

できないため，標準的な業務プロセスの確立が実現でき

ないといえる． 
本研究における提案手法の要件は，体系的であること，

整合的であること，属人的でなく科学的であり，再現性

があることという3点とする．この3点を手法の確立にお

いて，反映できれば，標準化された業務プロセスを明確

化にすることができる． 
 

(3) 災害エスノグラフィーに基づく提案手法の全体像 

本研究では，図1に示すような，1)体験者へのインタビ

ューによる聞き取り，2)インタビューデータを標準的な

概念枠組みと記述手法により定型化，3)体験者へのフィ

ードバックという過程からなる手法を提案する．この一

連の流れにより，災害の体験の中から標準的な業務プロ

セスが可視化される．とくに，体験者へのフィードバッ

クでは，体験者の持つ業務像とインタビュアーが把握で

きた業務像とのズレを極小化していく．そうすれば，ミ

スコミュニケーションの発生は減らすことができ，詳細

な経験の可視化を実現することができると考えられる． 

 

 

 

 

３．実体験に基づいた災害対応業務の体系的かつ

整合的な記述手法の確立 

  

本章では，図1を前提に，２.(2)での要件に基づいて，

本手法の概念枠組みに基づき，各フェーズにおける達成

目標と援用するツールを説明する．(1)～(3)は各フェー

ズの概要とツールを説明し，(4)は(1)～(3)を踏まえ，記

述手続きの全体像を説明する． 

 

(1) エスノグラフィーに基づく体験者へのインタビュー

による聞き取り 
本提案手法では，データ収集としてのインタビュー調

査は先述した田中(2000) 1)の方法を導入する．インタビ

ュー調査は複雑性や現場の状態を明らかにするのに適し

ているが，限られた時間の中では調査できる対象時間の

幅が短くなることや主観によるバイアスの影響を受ける．

そのため残された情報資料による調査により調査できる

対象時間の幅が大きくなり，主観によるバイアスの影響

を少なからずおさえることができる5)． 
 

(2) 標準的な概念枠組みと記述手法による定型化 

a）標準的な概念枠組みのプロジェクトマネジメント 

本提案手法では，体系的であることが前提であるため，

標準的な概念枠組みを導入する．標準的な概念枠組みと

してプロジェクトマネジメント(以下,PM)6)を適用する． 

西村(2007)7）は，プロジェクトを推進する上での問題

点を5つ述べた：1)暗黙のルールがない，2)業務プロセス

が決まっていない，3)月次や決算の納期がない，4)意思

決定者が決まっていない，5)ステークホルダーが複雑に

絡んでいるとしている．そこでそれらを解決するために

はそれぞれ，1)前提条件・制約条件，2)WBS，3)ガント

チャート(業務量)，4)5)組織図を規定することが必要とな

ると述べている． 
 これは，プロジェクトという不確実性のある業務にお

いて，業務遂行における5W1Hを明確にすることが，安

定的にマネジメントを可能にするといえる．そこで，西

村の指摘から整理すべき「前提条件，制約条件」

「WBS」「ガントチャート(業務量)」「組織図」を明ら

かにすることでプロジェクトの全体像が把握できると考

える．そこで，本研究では以下に示す4つの記述手法を用

いることで，プロジェクトの全体像を把握することとし

た． 
① WBS 

WBSとはWork Breakdown Structureの略称である．WBS
では大小関係や因果関係をもとに業務の階層を設定する

ことで，プロジェクトに必要な全業務が構造化される．

図2の縦軸で示すように，WBSを用いて業務を記述するこ

とで，業務の全体像と各業務を構成する詳細な業務を的

確に把握することができる．業務を記述する上で，業務

内容を把握することが起点となるため，WBSによる業務

の記述が第一ステップとなる．  
② ガントチャート 

 本来，ガントチャートはWBSを縦軸に置き，横軸に時

間軸を置いたものである．図2の右側で示したように，本

提案手法におけるガントチャートでは一つ一つの業務の

開始日と終了日を明確にして，業務に必要となる工数を

明らかにする手法である．しかし，業務量を算出するに

は，工数に加え，投入された資源の種類と単位時間あた

りの各種資源量が必要となる．本研究では，図2の中ほど

でWBSの業務列の隣に，業務ごとの資源の種類・投入資
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デジカメ

発行支援システム
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ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日

1 1 プロ ジェクト管理担当者がプロジェクト を管理する 51日 07/07/16 ( 月) 07/09/05  (水)

2 1 .1 立ち上げ 担当者が立ち上げ を 実施 する 19日 07/07/16 ( 月) 07/08/03  (金)

10 1 .2 計画作成 担当者が計画を作成す る 27日 07/07/18 ( 水) 07/08/13  (月)

15 1 .3 実施支援 担当者が実施を支援す る 22日 07/07/26 ( 木) 07/08/16  (木)

20 1 .4 進捗管理 担当者が進捗を管理す る 26日 07/08/06 ( 月) 07/08/31  (金)

28 1 .5 終結担当 者が終結する 25日 07/08/11 ( 土) 07/09/05  (水)

33 2 方針決定担当者がり 災証明発行業務の方針決定 をす る 16日 07/07/29 ( 日) 07/08/13  (月)

34 2 .1 基本方針 決定担当者 がり災証明発行業 務に関わる 基本方針を決定する 8日07/07/29 ( 日) 07/08/05  (日)

40 2 .2 発行場所 選定担当者 が発行場所を選定する 11日 07/08/03 ( 金) 07/08/13  (月)

45 2 .3 方針調整 担当者がステー クホルダー となる 組織の方針を調整す る 6日07/08/02 ( 木) 07/08/07  (火)

49 2 .4 実施方針 決定担当者 がり災証明発行業 務の実施方針を決定す る 5日07/08/08 ( 水) 07/08/12  (日)

52 3 発行基盤台帳構築担 当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 49日 07/07/18 ( 水) 07/09/05  (水)

53 3 .1 デ ジタルデ ータ 化担当者が建物被害認定調査結果をデ ジタルデ ー タ化する 30日 07/07/18 ( 水) 07/08/16  (木)

58 3 .2 発行基盤 台帳設計担 当者がり災証明発 行基盤台帳を設計する 1日07/07/20 ( 金) 07/07/20  (金)

61 3 .3 再調査結 果更新担当 者が再調査結果を更新す る 24日 07/08/12 ( 日) 07/09/05  (水)

66 3 .4 結合担当 者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日 07/07/19 ( 木) 07/08/16  (木)

70 4 発行支援 システム構築担当者がり災証明発 行支援システム を構築する 20日 07/08/09 ( 木) 07/08/28  (火)

71 4 .1 発行システム 設計担当者がり 災証明発行支援システムを設計す る 2日07/08/09 ( 木) 07/08/10  (金)

74 4 .2 発行支援 窓口入力アプリ構築 担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 19日 07/08/10 ( 金) 07/08/28  (火)

79 4 .3 再調査スケジュー リン グ入力アプ リ構築担当者が再調査スケジュー リン グ入力 ア 19日 07/08/10 ( 金) 07/08/28  (火)

84 4 .4 ログ 集計 支援アプリ構築担当者がロ グ集計支援アプリを構築する 19日 07/08/10 ( 金) 07/08/28  (火)

89 4 .5 発行支援 システム操作研修担当 者が発行 支援システム操作を研修する 6日07/08/11 ( 土) 07/08/16  (木)

93 5 ワー クフロー 構築担当者がり災証明発行のワ ーク フロー を構築 する 8日07/08/09 ( 木) 07/08/16  (木)

94 5 .1 業務フロ ー 決定 担当者が業務フロ ーを 決定する 1日07/08/09 ( 木) 07/08/09  (木)

97 5 .2 マニ ュアル作成 担当者がマニュアルを 作成する 8日07/08/09 ( 木) 07/08/16  (木)

103 5 .3 研修実施 担当者が研修を実施す る 8日07/08/09 ( 木) 07/08/16  (木)

107 6 発行会場設営担当者 がり災証明発行会場を設営す る 41日 07/07/26 ( 木) 07/09/05  (水)

108 6 .1 動線決定 担当者が動線を決定す る 10日 07/07/26 ( 木) 07/08/04  (土)

111 6 .2 会場レイ アウ ト決定担当者が会場レ イアウトを決定す る 6日07/08/09 ( 木) 07/08/14  (火)

114 6 .3 会場配置 担当者が会場を配置す る 3日07/08/13 ( 月) 07/08/15  (水)

116 6 .4 ネッ トワー ク環境 整備担当者がネ ットワ ーク環境を整備す る 20日 07/08/16 ( 木) 07/09/05  (水)

120 6 .5 会場撤収 担当者が会場を撤収す る 19日 07/08/14 ( 火) 07/09/01  (土)

124 7 り災証明発行業務を実施 する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

125 7 .1 統括担当 が統括する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

129 7 .2 受付担当 が受付する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

134 7 .3 単純発行 担当がり災判定結 果を 通知・発行する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

137 7 .4 検索処理 担当が単純 処理で見つからなかったり災判定結 果を通知・判定す る 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

141 7 .5 手作業確 認担当がDBで発見でき ない住宅のり 災判定結果を通知 ・判定する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

144 7 .6 再調査予 約担当が再調 査予約する 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

147 7 .7 相談窓口 担当が個別を受け付けす る 15日 07/08/17 ( 金) 07/08/31  (金)

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
16 月17 火18 水19 木20 金21 土22 23 月24 火25 水26 木27 金28 土29 30 月31 火01 水02 木03 金04 土05 06 月07 火08 水09 木10 金11 土12 13 月14 火15 水16 木17 金18 土19 20 月21 火22 水23 木24 金25 土26 日27 月28 火29 水30 木31 金01 土02 03 月04 火05 水0

2007年08月 2007年09月1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 1-1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する
1-2 計画作成担当者が計画を作成する
1-3 実施支援担当者が実施を支援する
1-4 進捗管理担当者が進捗を管理する
1-5 終結担当者が終結する

2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 2-1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる方針を決定する
2-2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する
2-3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針と調整する
2-4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する

3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築す3-1 調査結果台帳構築担当者が建物被害認定調査結果台帳を構築する
3-2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する
3-3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する
3-4 調査結果・被災者結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する

4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システム4-1 発行支援システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する

4-2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築す
る4-3 再調査スケジューリング入力アプリ担当者が再調査スケジューリング入

4-4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する
4-5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システムを説明する

5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを5-1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する

5-2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する

5-3 研修実施担当者が研修を実施する
6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 6-1 動線決定担当者が動線を決定する

6-2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する

6-3 会場配置担当者が会場を配置する
6-4 会場撤収担当者が会場を撤収する

7 り災証明発行業務を実施する 7-1 統括担当が統括する
7-2 受付担当が受付する
7-3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する
7-4 検索発行担当が単純発行で見つからなかったり災判定結果を通知・判定
7-5 手作業検索発行担当がり災証明発行基盤台帳で発見できない住宅の
7-6 再調査予約担当が再調査予約する
7-7 相談窓口担当が個別相談を受付する

り災証明集中発行業務
レベル２ レベル３

インタビューによる
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標準的な概念枠組みと
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源量に関する列を加えたガントチャートを用いることと

した．資源量を含むガントチャートが作成されれば，

個々の業務量とそれらを足し合わせた全体業務量を把握

することができる．さらに，縦軸に設定されたWBSにおけ

る業務内容の時系列的な質の変化から，プロジェクトの

フェーズを把握することも可能である． 

③ 組織図 

 組織図とは，図3に示すように，業務を運用する上での

体制を記述したものである．業務内容だけでは，業務運

用の実現には至れない．各業務が適切に運用されるため

には，業務遂行を支える組織体制が欠かせない．WBSの
業務階層に応じて，組織構造を明らかにする． 
 

 

 

④ 制約条件・前提条件分析表 

 WBSで整理された各業務を遂行する上での制約条件や

前提条件を整理する．制約条件は「自分たちが変えるこ

とができない足かせとなる条件」であり，前提条件は

「自分たちが決めたことによる足かせとなる条件」であ

る．本チャートでは，この2つの条件を，業務単位で明確

化され，把握することができる．制約条件・前提条件分

析表は，図4のような表形式で簡潔にまとめていく． 

b）BFDによるPMの記述手法の支援 

 BFDとは，竹内ら(2007)8)が確立した危機対応業務の見

える化手法である．本手法は， IDEF0と部門間連携

FlowChartを用いた田口ら(2003)9)の災害対応マニュアル分

析に関する研究，ならびにFlowChartとData Flow Diagram
を用いた井ノ口ら(2006)10)の実務者レベルでの災害対応

業務の分析に関する研究に基づき，直感的に理解しやす

く，非専門家でも業務記述を可能にする手法である．

BFDは，「何をおこなわなければならないのか(What)」
をM7で，それぞれのWhatの「どんな資源・どんな手段

で行わなければならないのか(How)」をDFDで可視化す

る．なかでもDFDは，1つの単位業務を遂行する上で必要

となる入力，使用すべきツール，守るべき制約条件，結

果的に得られる成果物を可視的に整理している． 
BFDを危機対応業務の記述手法として用いることで，

業務内容に加えて，業務の流れと必要となった資源を把

握できる．さらに，BFDでは業務はお互いに連鎖して流
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図4 制約条件・前提条件分析表

制約条件ID カテゴリ コーディング
7 台帳構築 他部局との兼ね合い
8 台帳構築 市に出入りしている業者の兼ね合い
9 台帳構築(入力) 建物被害認定調査班との兼ね合い

10 台帳構築(結合) 市の既存のデータ整備状況

11 台帳構築(更新) り災証明発行と再調査との関わり

前提条件ID カテゴリ コーディング
7 台帳構築(入力) データ入力の基盤
8 台帳構築(管理) データ管理の基盤
9 台帳構築(更新) 市民向けの広報

 

ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工

1 1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 51日07/16 (月)09/05 (水) 2 102

2 1.1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する 19日07/16 (月)08/03 (金) 2 38

10 1.2 計画作成担当者が計画を作成する 29日07/18 (水)08/15 (水) 2 58

15 1.3 実施支援担当者が実施を支援する 22日07/26 (木)08/16 (木) 2 44

20 1.4 進捗管理担当者が進捗を管理する 26日08/06 (月)08/31 (金) 2 52

28 1.5 終結担当者が終結する 25日08/11 (土)09/05 (水) 2 50

33 2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 16日07/29 (日)08/13 (月) 1 16

34 2.1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる基本方針を決定する 8日07/29 (日)08/05 (日) 1 8

40 2.2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する 11日08/03 (金)08/13 (月) 1 11

45 2.3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針を調整する 6日08/02 (木)08/07 (火) 1 6

49 2.4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する 5日08/08 (水)08/12 (日) 1 5

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が建物被害認定調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 4 16

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

70 4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 23日08/09 (木)08/31 (金) 4 92

71 4.1 発行システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する 3日08/09 (木)08/11 (土) 4 12

74 4.2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 2 44

79 4.3 再調査予約入力アプリ構築担当者が再調査予約入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

84 4.4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

89 4.5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システム操作を研修する 6日08/11 (土)08/16 (木) 1 6

93 5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

94 5.1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する 1日08/09 (木)08/09 (木) 2 2

97 5.2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

103 5.3 研修実施担当者が研修を実施する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

107 6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 43日07/26 (木)09/07 (金) 56 240 8

108 6.1 動線決定担当者が動線を決定する 10日07/26 (木)08/04 (土) 1 10

111 6.2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する 6日08/09 (木)08/14 (火) 2 12

114 6.3 会場配置担当者が会場を配置する 3日08/13 (月)08/15 (水) 10 30

116 6.4 ネットワーク環境整備担当者がネットワーク環境を整備する 22日08/16 (木)09/07 (金) 2 44

120 6.5 会場撤収担当者が会場を撤収する 19日08/14 (火)09/01 (土) 41 779

124 7 り災証明発行業務を実施する 15日08/17 (金)08/31 (金) 41 615

125 7.1 統括担当が統括する 15日08/17 (金)08/31 (金) 4 60

129 7.2 受付担当が受付する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

134 7.3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する 15日08/17 (金)08/31 (金) 9 135

137 7.4 検索処理担当が単純処理で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

141 7.5 手作業確認担当がDBで発見できない住宅のり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

144 7.6 再調査予約担当が再調査予約する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

147 7.7 相談窓口担当が個別を受け付けする 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
16 月17 火18 水19 木20 金21 土22 23 月24 火25 水26 木27 金28 土29 30 月31 火01 水02 木03 金04 土05 06 月07 火08 水09 木10 金11 土12 13 月14 火15 水16 木17 金18 土19 20 月21 火22 水23 木24 金25 土26 日27 月28 火29 水30 木31 金01 土02 03 月04 火05 水

2007年08月 2007年09月

87516

79432

①立ち上げ ②企画 ③実施 ⑤終結④進捗管理

工数の把握資源量

ガントチャート

フェーズの把握

W
BS

ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工

1 1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 51日07/16 (月)09/05 (水) 2 102

2 1.1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する 19日07/16 (月)08/03 (金) 2 38

10 1.2 計画作成担当者が計画を作成する 29日07/18 (水)08/15 (水) 2 58

15 1.3 実施支援担当者が実施を支援する 22日07/26 (木)08/16 (木) 2 44

20 1.4 進捗管理担当者が進捗を管理する 26日08/06 (月)08/31 (金) 2 52

28 1.5 終結担当者が終結する 25日08/11 (土)09/05 (水) 2 50

33 2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 16日07/29 (日)08/13 (月) 1 16

34 2.1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる基本方針を決定する 8日07/29 (日)08/05 (日) 1 8

40 2.2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する 11日08/03 (金)08/13 (月) 1 11

45 2.3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針を調整する 6日08/02 (木)08/07 (火) 1 6

49 2.4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する 5日08/08 (水)08/12 (日) 1 5

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が建物被害認定調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 4 16

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

70 4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 23日08/09 (木)08/31 (金) 4 92

71 4.1 発行システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する 3日08/09 (木)08/11 (土) 4 12

74 4.2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 2 44

79 4.3 再調査予約入力アプリ構築担当者が再調査予約入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

84 4.4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

89 4.5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システム操作を研修する 6日08/11 (土)08/16 (木) 1 6

93 5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

94 5.1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する 1日08/09 (木)08/09 (木) 2 2

97 5.2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

103 5.3 研修実施担当者が研修を実施する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

107 6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 43日07/26 (木)09/07 (金) 56 240 8

108 6.1 動線決定担当者が動線を決定する 10日07/26 (木)08/04 (土) 1 10

111 6.2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する 6日08/09 (木)08/14 (火) 2 12

114 6.3 会場配置担当者が会場を配置する 3日08/13 (月)08/15 (水) 10 30

116 6.4 ネットワーク環境整備担当者がネットワーク環境を整備する 22日08/16 (木)09/07 (金) 2 44

120 6.5 会場撤収担当者が会場を撤収する 19日08/14 (火)09/01 (土) 41 779

124 7 り災証明発行業務を実施する 15日08/17 (金)08/31 (金) 41 615

125 7.1 統括担当が統括する 15日08/17 (金)08/31 (金) 4 60

129 7.2 受付担当が受付する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

134 7.3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する 15日08/17 (金)08/31 (金) 9 135

137 7.4 検索処理担当が単純処理で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

141 7.5 手作業確認担当がDBで発見できない住宅のり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

144 7.6 再調査予約担当が再調査予約する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

147 7.7 相談窓口担当が個別を受け付けする 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90
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ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工

1 1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 51日07/16 (月)09/05 (水) 2 102

2 1.1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する 19日07/16 (月)08/03 (金) 2 38

10 1.2 計画作成担当者が計画を作成する 29日07/18 (水)08/15 (水) 2 58

15 1.3 実施支援担当者が実施を支援する 22日07/26 (木)08/16 (木) 2 44

20 1.4 進捗管理担当者が進捗を管理する 26日08/06 (月)08/31 (金) 2 52

28 1.5 終結担当者が終結する 25日08/11 (土)09/05 (水) 2 50

33 2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 16日07/29 (日)08/13 (月) 1 16

34 2.1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる基本方針を決定する 8日07/29 (日)08/05 (日) 1 8

40 2.2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する 11日08/03 (金)08/13 (月) 1 11

45 2.3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針を調整する 6日08/02 (木)08/07 (火) 1 6

49 2.4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する 5日08/08 (水)08/12 (日) 1 5

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が建物被害認定調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 4 16

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

70 4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 23日08/09 (木)08/31 (金) 4 92

71 4.1 発行システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する 3日08/09 (木)08/11 (土) 4 12

74 4.2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 2 44

79 4.3 再調査予約入力アプリ構築担当者が再調査予約入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

84 4.4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

89 4.5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システム操作を研修する 6日08/11 (土)08/16 (木) 1 6

93 5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

94 5.1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する 1日08/09 (木)08/09 (木) 2 2

97 5.2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

103 5.3 研修実施担当者が研修を実施する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

107 6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 43日07/26 (木)09/07 (金) 56 240 8

108 6.1 動線決定担当者が動線を決定する 10日07/26 (木)08/04 (土) 1 10

111 6.2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する 6日08/09 (木)08/14 (火) 2 12

114 6.3 会場配置担当者が会場を配置する 3日08/13 (月)08/15 (水) 10 30

116 6.4 ネットワーク環境整備担当者がネットワーク環境を整備する 22日08/16 (木)09/07 (金) 2 44

120 6.5 会場撤収担当者が会場を撤収する 19日08/14 (火)09/01 (土) 41 779

124 7 り災証明発行業務を実施する 15日08/17 (金)08/31 (金) 41 615

125 7.1 統括担当が統括する 15日08/17 (金)08/31 (金) 4 60

129 7.2 受付担当が受付する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

134 7.3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する 15日08/17 (金)08/31 (金) 9 135

137 7.4 検索処理担当が単純処理で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

141 7.5 手作業確認担当がDBで発見できない住宅のり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

144 7.6 再調査予約担当が再調査予約する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

147 7.7 相談窓口担当が個別を受け付けする 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90
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ID  WBS 番号  タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工

1 1 プロジェクト管理担当者がプロジェクトを管理する 51日07/16 (月)09/05 (水) 2 102

2 1.1 立ち上げ担当者が立ち上げを実施する 19日07/16 (月)08/03 (金) 2 38

10 1.2 計画作成担当者が計画を作成する 29日07/18 (水)08/15 (水) 2 58

15 1.3 実施支援担当者が実施を支援する 22日07/26 (木)08/16 (木) 2 44

20 1.4 進捗管理担当者が進捗を管理する 26日08/06 (月)08/31 (金) 2 52

28 1.5 終結担当者が終結する 25日08/11 (土)09/05 (水) 2 50

33 2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定をする 16日07/29 (日)08/13 (月) 1 16

34 2.1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる基本方針を決定する 8日07/29 (日)08/05 (日) 1 8

40 2.2 発行場所選定担当者が発行場所を選定する 11日08/03 (金)08/13 (月) 1 11

45 2.3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針を調整する 6日08/02 (木)08/07 (火) 1 6

49 2.4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する 5日08/08 (水)08/12 (日) 1 5

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が建物被害認定調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 4 16

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

70 4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 23日08/09 (木)08/31 (金) 4 92

71 4.1 発行システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する 3日08/09 (木)08/11 (土) 4 12

74 4.2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 2 44

79 4.3 再調査予約入力アプリ構築担当者が再調査予約入力アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

84 4.4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する 22日08/10 (金)08/31 (金) 1 22

89 4.5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システム操作を研修する 6日08/11 (土)08/16 (木) 1 6

93 5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

94 5.1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する 1日08/09 (木)08/09 (木) 2 2

97 5.2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

103 5.3 研修実施担当者が研修を実施する 8日08/09 (木)08/16 (木) 2 16

107 6 発行会場設営担当者がり災証明発行会場を設営する 43日07/26 (木)09/07 (金) 56 240 8

108 6.1 動線決定担当者が動線を決定する 10日07/26 (木)08/04 (土) 1 10

111 6.2 会場レイアウト決定担当者が会場レイアウトを決定する 6日08/09 (木)08/14 (火) 2 12

114 6.3 会場配置担当者が会場を配置する 3日08/13 (月)08/15 (水) 10 30

116 6.4 ネットワーク環境整備担当者がネットワーク環境を整備する 22日08/16 (木)09/07 (金) 2 44

120 6.5 会場撤収担当者が会場を撤収する 19日08/14 (火)09/01 (土) 41 779

124 7 り災証明発行業務を実施する 15日08/17 (金)08/31 (金) 41 615

125 7.1 統括担当が統括する 15日08/17 (金)08/31 (金) 4 60

129 7.2 受付担当が受付する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

134 7.3 単純発行担当がり災判定結果を通知・発行する 15日08/17 (金)08/31 (金) 9 135

137 7.4 検索処理担当が単純処理で見つからなかったり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

141 7.5 手作業確認担当がDBで発見できない住宅のり災判定結果を通知・判定する 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90

144 7.6 再調査予約担当が再調査予約する 15日08/17 (金)08/31 (金) 5 75

147 7.7 相談窓口担当が個別を受け付けする 15日08/17 (金)08/31 (金) 6 90
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図 2 柏崎市罹災証明集中発行業務における業務内容ならびに業務量の実態 
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れていくとしている8)．そのため，業務が連鎖していな

いことが把握でき，本記述手法を用いて可視化すること

により，業務の抜け漏れが浮き彫りとなる．これは，業

務を階層的に列挙したのみのWBSでは見落としがちな

「業務の抜け漏れ」の発見可能性を高め，記述された業

務の質を高めることができる． 
これらを踏まえ，本研究では，BFDを媒介として，PM

で求められるWBS，組織図，資源量を含むガントチャー

トを，危機対応業務の記述ツールとして用いる．これら

の記述ツールによる業務の体系化を行い，その成果を用

いて，体験者のもつ業務体験を抽出・体系化し，危機対

応に関する暗黙知を形式知化することを試みる． 

 

(3) 暗黙知から形式知化に至る業務記述の流れ 

a) 業務記述の質を高める体験者へのフィードバック 

本研究では，前節までで整理されたツールを用いた業

務の記述を行なうこととした．そのためには，本論の序

章で示したように，図1の一連の流れを経ることが必要で

ある．なかでも，体験者からのインタビュー結果を業務

の全体像として定型化したものをもとにフィードバック

を実施することが，継続的な一連の流れを担保する．体

験者へのフィードバックでは，前節で示した5つの記述手

法を用いた，「インタビュアーの業務の認識像」を媒介

として，インタビュイー（体験者）の持つ業務体験とイ

ンタビュアーが認識した業務像のズレを把握する．ズレ

を把握したのちに，インタビュイーから体験に関するイ

ンタビューデータを追加的に収集し，それらを記述する

過程の中で，インタビュイー（体験者）の持つ業務体験

とインタビュアーが認識した業務像のズレが極小化され

る． 

本研究では，可視化された業務の質を高めるために，

インタビュイーとインタビュアーが的確なコミュニケー

ションを図るための共通の記述ツールによる成果を用い

たフィードバックという過程を本研究で提示する手法に

取り入れた．これらは，図5に示すように，体験を入力と

し，各種のツールを用いた業務記述の過程を経て，継続

的なフィードバックを行い，最終成果物を得るという流

れで実現される． 

なかでもWBSは，簡潔であり，強い視覚的効果を持ち，

無秩序なものに秩序をもたらすとしている11)．またBFDは，

直感的に見やすく，非専門家でも業務記述が可能である

という特徴を有している．これらの点からも体験者とイ

ンタビュアーにとって業務の全体像を描くうえで有用で

あるといえる．これらは，効果的なフィードバックを実

現する上で欠かせない共通の記述ツールであると考えた． 

b) 業務記述の全体の流れ 

前節までで整理されたツールを用いた業務記述は，イ

ンタビュー手法によるデータ収集，業務記述の実施，体

験者へのフィードバックを通して実現される．この業務

記述手法には，言うまでもなく明確に「はじまり」と

「おわり」がある． 

特に初回のインタビューの位置づけを明確にし，イン

タビュー自体の質を高めることは，結果として得られる

体験データの質を高めることができる．そのため，「は

じまり」として，「調査計画の作成」を設定することが

必要であると考えた．さらに，本研究で提示した危機対

応業務の記述手法で得られる最終成果を正しく認識する

ことは，成果そのものの質を高める． 

そこで，前項で示した図5の業務記述に至る前後に1プ

ロセスずつを加え，本研究では図6で示すように業務の記

述手続きとして提示する． 

「調査計画を作成する」では，「業務の全体像を捉え

るための調査計画」を明確にする．インタビュアーが業

務の全体像を設定する．「事実情報を確認する」では，

「事実情報，目的・目標，前提条件・制約条件」を明確

にする．体験者とインタビュアーとの間でお互いに共通

の像を描く上で共通の認識を統一することが重要である．

体験者の共通認識を統一することで手戻りを減らすこと

になる．調査計画で決めた各実行担当者が当時なにを感

じ，どう動いたのかを明確にする．インタビュアーとの

共通認識を図る．「業務内容を抽出する」では，「アク

ティビティ，業務の大枠(M7)」を明確にする．次に抽出

したアクティビティを業務の大枠として捉え，概念枠組

みと記述手法による定型化により共通の認識の統一の中

で各実行担当者が持つ業務の全体像に近づけていこうと

試みる．「業務内容の構造化をする」では，業務の大枠

を意識しながら「WBS，必要となる資源，支援ツール整

理(DFD)」を明確にする．体験者に対して業務の全体像

に合意を得る．「業務量を明確にする」では，「資源量

を含むガントチャート」を明確にする．合意を得た業務

の全体像に対応して資源を位置づけ，業務量の算出を行

う．「はじまり」から業務の記述，そして「おわり」に

決定された
調査計画

事実情報を確認する
業務内容を抽出する

確定した
業務量

（ガントチャート・
リソースシート）

業務内容を
合意する

業務内容を
構造化する

インタビュアーが
業務の全体像を設定
する

共通認識を
図る

調査対象者が持つ
業務の全体像に
近づけていく

詳細を詰める

業務の全体像
が一致

図 6 業務の記述手続き 
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Project Management
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標準的な業務手順パッケージ

図5 各種のツールを援用した体系的・整合

的な危機対応業務の記述過程
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至る5つのプロセスでの詳細な手順ならびに期待される成

果については，次章における本手法の適用検証の中で説

明する． 

 

 

４．柏崎市罹災証明集中発行業務における災害 

対応業務記述手法の適用可能性の検討 
 

(1) 業務記述を実施する選定理由 

罹災証明発行業務は被災者一人一人を対象とする重要

な災害対応業務である被災者生活再建業務の根幹を担う

ものである．なぜなら罹災証明とは，火災等の災害で建

物や家財に損害があった場合に，その被害程度を自治体

の長が証明するものであり，国の被災者支援策も罹災証

明判定結果に基づいており，一種の被災者の生活再建に

とってのパスポートと言える．そのため，被災者の生活

再建を支援する行政の立場を鑑みれば，重要な業務であ

ると位置付られる． 
 特に罹災証明発行の対象が多い場合には，罹災証明集

中発行業務が行われ，災害時に新しく発生する業務であ

るといえる．これは，対象が多い際に，一度に罹災証明

の発行を申請すると，市役所側で対応できず，結果大混

乱に陥ることから，発行場所を取り，あらかじめ定めら

れた発行期間に集中的に罹災証明を発行する． 
2004年中越地震災害でも小千谷市において4日間にわた

り，罹災証明を集中発行業務を実施した13)14)．しかしそ

の業務について客観的に記述したものはなく，どのよう

に業務を遂行するまでは明確ではない．このような状況

の中で，この記述ができれば，質を上げ，コストを抑え，

早く業務を遂行することが可能になる．今回のこの業務

を記述することで，この3つの制約に対して検討できる． 

(2) 柏崎市罹災証明集中発行業務の概要 

柏崎市においては所管部局として税務課を中心に7月16
日～8月16日まで準備をし，8月17日～8月31日(うち20，
21日は西山町役場)にソフィアセンター(市立図書館)にお

いて，罹災証明集中発行業務が行われた． 
本業務は，著者らが所属する研究グループの研究成果

が活用され，生活再建の根幹となる被災者台帳の構築と

効率的かつ効果的な罹災証明書の発行の二つの目的で行

われた．同時に今後の生活再建へ向けたり災者台帳を構

築する，短期間にできるだけ多くの被災者に正しく罹災

証明書を発行する，被害者意識を持つ被災者に対して，

公平さを十分留意し，そして安全を確保して罹災証明書

を発行する(市民の安全･業務のスムーズな実現･職員の安

全) の3点が目標として掲げられた． 
 会場では，罹災証明書発行と同時に被災者台帳の構築

も窓口にて被災者と職員の協働で行なわれ，判定結果に

不満を持つ方に対しては速やかに再調査の受付，個別相

談の受付を行なわれた． 
その結果，15日間に罹災証明を14,656件，判定に不服

がある場合には再調査の予約票を4,230件，合計18,886件
の申請を処理した．一日の平均処理量は1,259件である．

これは我が国における災害対応にないほど優れた事例と

されている12）．しかしながら，当日は整理券が発行され

たが，発行数以上の被災者が会場に訪れたため，一日分

の整理券は開場後の1時間ほどでなくなってしまった．整

理券の配布や，整理券を取得できなかった被災者への対

応などに追われ，非常に大規模な業務となった． 

(3) 実例に基づく記述手法の手続き化 

 本稿では，記述手法における詳細な手続きと期待され

る成果を，実例に基づき追跡する． 

a）調査計画を作成する 

図3で示したものをいつまでにどのように明らかにして

いくかを規定する．活動の中で残された情報資料(説明資

料や報告書，メールなど)から資料体を構築して，インタ

ビュー調査計画を規定する．インタビュー調査計画には

インタビュー調査対象者を誰にするかを選定し，いつ，

なにをインタビュー調査するかを規定する． 

① 調査対象者の決定 

本研究では，業務の全体像を明らかにするために主に

中核を担った人間を対象者とした．これはあらかじめ関

係者に予備調査を行った結果から，想定担当業務を勘案

し，この7名を抽出した（表1）． 

罹災証明集中発行業務の実行担当者A～Gの7名とした. 
この7名は,2004年新潟県中越地震において,小千谷市の罹

災証明集中発行業務に携わった業務経験者であり,外部支

援者である．表1に，小千谷市での担当業務,専門性を記

載した．また本研究での事例は，前回の小千谷市におけ

る罹災証明発給業務での仕組みを踏襲している．7名は著

者らが所属する研究機関の関係者である． 

② 資料体調査の実施 

 本研究では資料体として，実行担当者も含まれていた

2007年中越沖地震災害の災害対応業務支援での連絡・報

告用メーリングリストを採用する． 
このメーリングリストは，著者らの研究グループをは

じめ，一部の企業関係者，自治体職員が発災翌日より9月
5日まで使用されたものである．総件数は，メール413件
（添付資料付き141件）である．主な内容は，情報共有

（活動報告書，各種資料，スケジュール，宿泊状況な

ど），自治体からの要望，対応方針の指示，議論，報道

資料の分析結果，その他（タイトル間違い・メーリング

リスト以外）である． 

業務の全体像を明らかにする上でこのメーリングリス

トは時間的な観点から業務の範囲を網羅している．もち

ろんこの資料体が全てを表現しているわけではない． 

メーリングリストは一つ一つの情報資料に時間情報が付

与されているため，時間軸で整理しやすい．その結果，

業務の全体像をとらえる上で有効的である．またメール

はデジタル化が容易であるので加工しやすい． 

 しかし2007年中越沖地震災害の災害対応業務支援にお

けるメーリングリストは柏崎市罹災証明集中発行業務に

関連しないメールも含まれている．そのため2007年中越

沖地震災害の災害対応業務支援におけるメーリングリス 
トから柏崎市罹災証明集中発行業務プロジェクトにお 
ける実行担当者A～Fに関連するメールを抽出する． 

手続きとしては，1)実行担当者A～Fから送られている

表 1 調査対象者一覧 

 
実行

担当者
想定担当業務 2004年中越地震災害

小千谷市での担当業務
専門性

A プロジェクトリーダー、方針決定 方針決定 社会心理
危機対応

B り災証明発行基盤台帳構築･
発行支援システム構築

発行支援システム構築 GIS

C り災証明発行基盤台帳構築 発行支援システム構築 GIS
業務分析

D り災証明発行基盤台帳構築･
物理的ネットワーク設営･
マニュアル作成

写真整理 GIS
業務分析

E 業務フロー作成、会場レイアウト設計、
マニュアル作成

空間レイ アウト 空間設計
戦略計画策定

F 発行場所選定、調整、マニュアル作成 空間レイ アウト,
マニュアル作成

社会福祉
戦略計画策定

G 物理的ネットワーク設営 × GIS
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メールを抽出(計：184件）,2)メールタイトル，本文内容

から柏崎市の内容でなければ削除する（計：78件（添付

資料も含む163件））．この資料体を柏崎コーパスとする． 

③ インタビュー調査の実施 

本研究では，インタビュー調査のみならず，資料体調

査で補完する方法を採用している．そのため，属人的な

要素を極力おさえたことを勘案して，本研究では半構造

化インタビュー形式を採用した．手続きとしては「1) 誰
に何を聞くのかを詳細に記載した趣旨書を，事前に送付

する」「2) 資料体調査から得られた成果物WBSを同時に

添付する」「3) 「事実情報の確認する」：インタビュー

調査から事実情報を抽出する，  「業務内容の抽出す

る」：インタビュー調査から抽出したアクティビティよ

り業務内容の大枠を整理する， 「業務内容を構造化す

る」：インタビュー調査から業務内容を構造化する， 
「業務量を抽出する」：ワークパッケージ間の前後関係

を整理する，業務に必要な資源の質・量を整理するとし

ている．インタビュー調査実施日程については表2に示す． 

④ 追加資料体調査の実施 

インタビュー調査と同時に各実行担当者が所有してい

た情報資料（文書・写真・音声など）を追加収集を行っ

た．追加資料は各情報資料を一件として追加資料DBに整

理した．インタビュー調査におけるテープ起こし原稿に

ついては，各インタビュー内容のテープ起こしを一件と

してテープ起こしDBとして整理した．テープ起こしは，

逐語形式で実施した．そしてテープ起こしをした文章か

ら以下のように内容分類を実施した．内容分類について

は以下の6項目である：「事実情報」「前提条件，制約条

件」「業務内容の大枠」「アクティビティの追加，削

除」「DFDの構成」「その他（業務とは関係ない内

容）」． 
⑤ フィードバックの実施 

本研究ではフィードバックをメーリングリスト及びイ

ンタビュー調査の際に実施した．インタビュー調査が開

始された12月末日～5月に成果物を各実行担当者に共有し

た．途中成果物を11件のメール送信した．しかしメーリ

ングリストが一方的な媒体であることも考慮し，インタ

ビュー調査時にもフィードバックを実施した． 

⑥ 追加インタビュー調査の実施 

 実行担当者A～Gのインタビュー調査中に実行担当者H
～Kが重要な役割を担ったことが明らかになり，追加イ

ンタビューを実施した．追加インタビュー対象者は，罹

災証明集中発行業務の実行担当者H～Kの4名である（表

3）．実行担当者Hは2004年中越地震において，小千谷市

の罹災証明発給業務に携わった業務経験者であり,民間の

外部支援者である．実行担当者I～Jの2名は，柏崎市の行

政職員である．実行担当者Kは，新潟県の行政職員であ

る．  

この調査では資料体調査は行わず，インタビュー調査

のテープ起こし原稿をもとに，半構造化インタビューを

実施した．以下に追加インタビュー調査の実施概要を表4

に示す． 

b）事実情報を確認する 

当時の状況を時系列展開することで追体験により，記

憶を想起させることができる．本研究では実行担当者と

時間軸で構成された年表をもとに，1)現地に滞在した期

間，2)現地で行なった業務内容，3)現地での体制，4)業務

を行なっていく上での足かせとなる条件である前提条件，

制約条件の確認，5）大枠として業務内容の確認をする． 
本研究では，プロジェクト･チーム内で約束されていた

活動報告書の提出状況と宿泊状況から年表を作成した．

提出状況と宿泊状況に着目したのは，両者ともに業務範

囲の期間に継続的にメーリングリスト内に流されており，

両者が現地にいることを証明する一助をなす． 
また，このフェーズでは業務に関する目的，目標そし

て前提条件，制約条件についても明らかにする．目的，

目標から実行担当者間の認識を確認する．また前提条件，

制約条件から実行担当者間での実行担当者の位置づけを

明らかにする．前提条件，制約条件は業務遂行における

阻害要因となるものを明らかにすることになり，業務の

全体像をとらえるうえでは非常に重要なポイントである

といえる．業務プロセスは似たようなプロジェクトでは

類似したものが多いが，前提条件，制約条件は周辺の状

況を示したものであることから重要なポイントの一つで

ある． 
c）業務内容を抽出する 

業務を遂行する上での全業務を洗い出す．そこで業務

の全体像を明らかにするために業務の大枠をとらえる．

資料体及びインタビュー調査からアクティビティを抽出

する．アクティビティとは，業務を遂行する上で必要な

業務を指す．業務の大枠をとらえるうえでBFDにおける

M7を触媒として整理する． 
また，適切なWBSとして「WBSの2階層目にプロジェ

 表2 インタビュー調査実施日程

実行
担当者

想定担当業務 第1回ヒアリング 第2回ヒアリング 第3回ヒアリング 第4回ヒアリング

A プロジェクトリーダー、方針決定 2/27
10:00～11:30

5/7
14:30～16:00

B り災証明発行基盤台帳構築
発行支援システム構築

12/27
16:30～17:30

1/8
14:00～15:00

4/9
10:30～12:00

5/16
10:00～11:00

C り災証明発行基盤台帳構築 1/9
17:30～18:30

5/9
17:00～18:00

D り災証明発行基盤台帳構築
物理的ネットワーク設営
マニュアル作成

12/31
14:00～16:00

1/15
8:30～9:30

E 会場レイアウト設計、
業務フロー作成、マニュアル作成

12/26
16:00～17:00

1/9
12:00～13:00

4/10
16:00～17:00

5/14
14:30～16:00

F 発行場所選定、調整、マニュアル作成 1/27
16:00～18:00

1/31
16:00～17:00

2/1
17:00～18:00

G 物理的ネットワーク設営 1/28
16:00～17:30

1/31
23:00～23:30

実行
担当者

想定担当業務 第1回ヒアリング 第2回ヒアリング 第3回ヒアリング 第4回ヒアリング

A プロジェクトリーダー、方針決定 2/27
10:00～11:30

5/7
14:30～16:00

B り災証明発行基盤台帳構築
発行支援システム構築

12/27
16:30～17:30

1/8
14:00～15:00

4/9
10:30～12:00

5/16
10:00～11:00

C り災証明発行基盤台帳構築 1/9
17:30～18:30

5/9
17:00～18:00

D り災証明発行基盤台帳構築
物理的ネットワーク設営
マニュアル作成

12/31
14:00～16:00

1/15
8:30～9:30

E 会場レイアウト設計、
業務フロー作成、マニュアル作成

12/26
16:00～17:00

1/9
12:00～13:00

4/10
16:00～17:00

5/14
14:30～16:00

F 発行場所選定、調整、マニュアル作成 1/27
16:00～18:00

1/31
16:00～17:00

2/1
17:00～18:00

G 物理的ネットワーク設営 1/28
16:00～17:30

1/31
23:00～23:30

 
実行
担当者

想定担当業務 第1回ヒアリング 第2回ヒアリング 第3回 ヒアリング

H 発行支援システム窓口入力
アプリ構築担当、ログ集計支援
アプリ構築担当

1/30
20:00～21:00

2/1
13:00～14:00

I 事務局（立ち上げ～終結）、
データ管理

4/22
14:00～16:00

4/23
13:00～15:00

4/25
8:30～9:00

J 事務局（立ち上げ～終結）、
方針決定、調整

4/21
16:00～17:00

4/22
10:00～11:00

4/25
15:30～16:30

K 立ち上げ支援，調整 4/23
10:00～12:00

4/25
14:00～15:00

表4 追加インタビュー調査実施日程

表3 追加調査対象者一覧

実行
担当者

想定担当業務 2004年中越地震災害
小千谷市での担当業務

専門性

H 発行支援システム窓口入力アプリ構築担当、
ログ集計支援アプリ構築担当

発行支援システム構築 GIS
プログラマ

I 事務局（立ち上げ～終結）、データ管理 × ×

J 事務局（立ち上げ～終結）、方針決定、調整 × ×

K 立ち上げ支援，調整 × ×
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クトマネジメント要素を置く」ことも規定している．プ

ロジェクトマネジメント要素とは，打ち合わせや物品の

調達など他の業務に横断的に関わる業務のことを指す．

この業務は抜け･漏れ･落ちしやすい業務の一つで横断的

な役割を持つため，優先度が高い業務として2階層目に置

くことが規定されている． 
① 資料体からアクティビティを抽出する 

柏崎コーパスを資料体とし,アクティビティを抽出する.

資料体からアクティビティを抽出する手続きは以下のと

おりである．1)定められた資料体の本文内容を読む．2)

本文からプロジェクトにおける業務内容を示す動詞に注

目する．3)「目的語+動詞」を基本形としてアクティビテ

ィを抽出する．4)抽出したアクティビティにはIDを付与

する． 

② インタビュー調査から抽出したアクティビティより業

務内容の大枠(WBSのレベル1,2)を整理する 

①で抽出したアクティビティを構造化する. このステ

ージでは業務の大枠をとらえることが目的であるために，

詳細な部分は記載しない． 

 抽出したアクティビティをグループ化し，WBSの大枠

を作成する．成果物を意識して，いくつかのアクティビ

ティをグループ化する．この際には「企画-設計-実施」

などの既存の枠組みを意識する．また大小関係，因果関

係を意識する．成果物同士の間で，大小関係，因果関係

があるものを縦関係にし，並列関係にあるものを横関係

として，構造化を行う． 

③ 業務内容の大枠が確定する 

 業務内容の大枠について，作業グループの合意を得る.

②で作成したM7を用いて，階層構造を整理していく．成

果物を意識し，抜け・漏れ・落ちがないかを確認する． 

d）業務内容を構造化する 

ここでは，適切なWBSを構築していく. 資料体調査か

ら抽出したアクティビティをグループ化し，構造化する．

抜け漏れ落ちを確認する際はBFDにおけるDFDを触媒と

して整理する．成果物であるWBSは，適切なWBSの要件

である「8/80の法則」「WBSの2階層目にプロジェクトマ

ネジメント要素を置く」を満たす必要がある．「8/80の
法則」とはWBSの最下部を管理できる最小単位として工

数が目安として8時間～80時間であるワークパッケージで

規定することである．これはWBSの最下層が細かすぎて

も大きすぎても管理できないためである． 
① 資料体から業務内容の大枠をもとにアクティビティを

整理する 

 仕事カードに記載した抽出したアクティビティを詳細

化する.c）で作成した業務内容の大枠を意識しながら，

再びグループ化していく． 

② インタビュー調査から業務内容を構造化する 

仕事カード，資源カードを配置し，DFDを作成する．

DFDは，仕事の流れを意識したうえ，仕事カードを時系

列に配置していく．それぞれの仕事カード間に入力と出

力を示した資源カードを配置する．資源カードはヒト，

モノ，フォームからなり，チェックをつけることによっ

て情報が付随するかどうかが分かるように設計されてい

る．  
③ 業務内容を確定する 

 業務内容について，作業グループの合意を得る．②で

作成したDFDをもう一度順を追って確認する．このとき

に仕事の流れに沿って確認するため，追体験ともなり，

想起が促されている．細かい部分での修正やノウハウの

追加がなされる． 

今回は脆弱な体制で活動していたこともあり，一人一

人が色々な役割を担っていた．そこで業務の大枠が「実

行担当者Eがマニュアルを作成する」とグループ化し，

業務の大枠が固まれば汎用性を考える上で「マニュアル

作成担当者(実行担当者E)がマニュアルを作成する」と変

換した． 

e）業務量を抽出する 

 ここでは，適切なWBSをもとに業務量を抽出していく． 

業務量とは，業務を実際に遂行する上で必要となる資源

量に基づき，業務規模を算定するものである． 

① 資料体から適切なWBSをもとにアクティビティの開始

日・終了日を抽出する．またDFDより業務に必要な資源

の質・量を抽出する 

資源量については，一般的に大きく3つに分類され，そ

れぞれ表現方法は異なる．数量単価型リソース（ソフト

ウェアやPCなど）は，そのアクティビティに直接関わる

資源とその数量から算出するため，WBSに資源情報を追

加したものを援用する．一方で,時間単価型リソース（入

力要員など）やコスト型リソース（宿泊施設や交通費な

ど）については,時間が関わる人工が影響するため，ガン

トチャートを援用する．15） 

リソースシートは，ここでは主にガントチャート，

WBS(資源情報に関して追加)で整理する．ガントチャー

トは開始日と終了日を規定する．また，それらの開始日

に関係する業務同士の前後関係を明らかにする．WBSに
よって規定した業務について必要となる資源を規定する

ものである．これは量だけでなく，種類や質も要件を規

定する．これらで得た時間と必要な資源量を基に業務量

を明確にする．業務量を明らかにするためにガントチャ

ートで整理される時間，WBSで規定された業務における

必要な資源量を抽出する 

適切なWBSで体系化されたアクティビティの一つ一つ

に対して資料体及び追加資料体，インタビュー原稿から

開始日，終了日を付与していく．そしてそれらの情報か

らガントチャートを作成する．また業務に必要な資源に

ついてはd）で作成したDFDをもとに抽出する．資源のみ

ならず，入力についても必要となる資源として計上する． 

② インタビュー調査からワークパッケージ間の前後関係

を整理，業務に必要な資源の質・量を整理する 

 インタビュー調査で先ほど作成したガントチャートを

もとに修正を行う．できるだけ正確な開始日，終了日は

もとより，工数が非現実になっていないか，ある業務が

本来の依存関係から考えると前後関係を修正する必要が

あるのではないかという点について着目する．またその

過程の中で業務に必要な資源の質・量を整理する．また，

ここで作成した時間情報をもとに資源の一つである人に

ついて検討する．資源には資機材などの数量単価型リソ

ース(ソフトウェアやコンピュータなど)と時間単価型リ

ソース(入力要員など)，コスト型リソース(宿泊料金な

ど)がある．これらの違いについても考慮する必要がある． 

③ ガントチャート，リソースシートを確定する 

作成したガントチャート，そしてリソースシートを確

定する．すでに確定されたアクティビティ一つ一つに対

して開始日，終了日を再確認する．DFDを参考にしなが

ら，必要な資源とともに支援ツールの確認を実施する． 

 

 

５．結果と考察 
 

前章での手続きを通して実施し，最終的にはインタビ

ュイーの全体成果物に対する合意を得た．本章では，本
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研究で提示した災害対応業務の記述手法の各手続きと，

手法を用いることで得られた成果物から考察を行う．な

かでも，本研究を通して得られた主な成果である「①1回

のインタビューだけでは実現できない体系化・整合化が

はかれる」「②多面的な表現技法を用いることで体験者

の持つ対応状況の全体像を抽出する」という2点について，

以下に結果と考察を記す． 
 

(1) 災害対応体験者に対する複数回のフィードバックの

有効性の検討 

本研究で提示した手法では，災害対応体験者に対し，

複数回のフィードバックを行う過程を取り入れた．この

過程を取り入れたことにより，体験者から導き出された

災害対応業務をより体系的，整合的に見える化すること

ができた．本項では，「罹災証明発行基盤台帳を構築す

る」という業務を例にとり，4回のフィードバック過程の

中で業務が体系化し，整合性が確保され，どのようにし

ていったかを明示的に記す． 

1）「抜け・漏れ」が補完され体系的な業務記述を得る 

一人の体験者に対し，業務の実態の記述結果を本人へ

フィードバックを行うことで，体験者から得られた業務

体系における「抜け・漏れ」に体験者自身が気づき，を

見つけ，補完することが見られた．本項では，実行担当

者Bの体験から抽出された「罹災証明発行基盤台帳を構

築する」業務を例に取る．実行担当者Bは，当該業務に

おいてオペレーションチーフを務め，業務の全体を網羅

的に体験する立場にあった．そこで，実行担当者Bへの

フィードバック過程の中での仕事カードの増減から，

「抜け・漏れ」の補完過程を追う． 

 第1回～第2回：M7による整理（図7→図8） 

1回目のフィードバックではM7を用いて業務記述結果

をインタビュアーに提示したところ，図7に示すように，

「実行担当者Cが再調査結果を編集（入力する）」が不 

 
 

足していると指摘を受けた．さらに，M7の整理段階で 
階層の不一致が修正され，DFDによる業務記述を行なっ

た．その結果，2回目のフィードバックの中では，図8に

示すとおり，不足していた「実行担当者Bが建物被害認

定調査結果と被災者を結合する」という業務が見出され

た． 

 第2回～第3回：DFDによる整理（図8→図9） 

3回目のフィードバックでは，DFDによる業務全体の流

れを見直すなかで「実行担当者Bが罹災証明発行基盤台

帳を設計する」と「実行担当者Dが建物被害認定調査結

果のデジタルデータを管理する」という2つの業務の不足

が見出された． 

 第3回～第4回：WBSによる業務の確定（図9→図10） 

4回目のフィードバックでは，「実行担当者Dが建物被

害認定調査結果のデジタルデータを管理する」は「実行

担当者Bが建物被害認定調査結果のデジタルデータを入

力する」の下階層，「実行担当者Jは住民基本台帳をエク

 1 り災証明発行基盤台帳を構築する

建物被害認定調査結果を入力

1-1
実行担当者B

建物被害認定調査結果デジタルデータ

✓

建物被害認定調査結果入力完了

建物被害認定調査の調査票

再調査結果を入力

1-4
実行担当者C

再調査結果デジタルデータ

✓

再調査結果入力完了

再調査の調査票

住民基本台帳を用意

1-2
実行担当者B

住民基本台帳データ

✓

住民基本台帳のエスポート化

税務課からの依頼要請

建物被害認定調査結果と被災者を結合

1-3
実行担当者B

り災証明発行台帳

✓

り災証明発行台帳の完成

建物被害認定調査結果台帳、
住民基本台帳データ、
建物被害認定調査済み証

入力手順 入力要員PC

建物被害認定調査

の調査票

✓

PC,入力手順,入力要員

建物被害認定調査結果
デジタルデータ

建物被害認定調査
結果台帳

再調査結果
デジタルデータ

住民基本台帳
データ

り災証明発行台帳

再調査の調査票

✓

入力手順 入力要員PC

PC,入力手順,入力要員

地元企業

税務課

依頼要請

✓

建物被害認定
調査済み証

被災者

✓

第2回実行担当者B
インタビュー調査終了後

・人がいない

・時間がない
・調査票の質が低い

・他部局との兼ね合い

・外注先との意思疎通

・地元企業との兼ね合い

・調査結果の質が低い
・技術を持っている人が少ない。

2008/02/26 60

り災証明発行
基盤台帳を
構築する

1
住民基本台帳を用意

1-1

第1回実行担当者B
インタビュー調査後

建物被害認定調査台帳を構築

1-2
実行担当者B 実行担当者B

2008/02/26 62

建物被害認定
調査結果台帳を

構築する

1
被害認定調査結果を入力

1-2-1

第1回実行担当者B
インタビュー調査後

再調査結果を編集(入力)

1-2-2
実行担当者B 実行担当者C

図7 第1回実行担当者Bインタビュー調査結果

図 8 第 2回実行担当者 Bインタビュー調査結果 

実線括弧：仕事カード 点線括弧：資源カード（入力・資源・制約条件・出力） 

84



 

スポート化したデータを用意する」は「実行担当者Bが

建物被害認定調査結果と被災者を結合する」の下階層と

して位置づけられることが明かになった． 
以上見てきたように，インタビュイーの体験が体系的

に整理されていないために，1回のインタビューで明らか

になった業務の記述だけで業務の全体像を描くことはで

きなかった．そこで複数回のフィードバックを通して， 
M7やDFDを用いて整理された業務体系をもとにインタビ

ュイー自身で業務の記述の「抜け・漏れ」に気付き，欠

如した部分を補足されていった．また，資源についても

同様に記述の「抜け・漏れ」に気付き、欠如した部分を

補足した。 
適切な記述言語を用いた可視化を行ない，インタビュ

イーの体験とインタビュアーの認識を共有化させる過程

でコミュニケーションレベルが高まる．さらに，合意形

成過程としてフィードバック過程を複数回にわたって実

施することで，インタビュイーの体験とインタビュアー

の認識のズレを極小化し，結果的に限りなく現実に近い

体系的な業務像を描くことができる．上記に示した例は，

この成果として位置づけられる． 

2）複数人の合意形成により業務記述内容の整合性を確保

する 

共通の記述言語を用い，複数のステークホルダーから

図10 第4回実行担当者Bインタビュー調査結果から生成されたWBS

2 方針決定担当者がり災証明発行業務の方針決定を する 2-1 基本方針決定担当者がり災証明発行業務に関わる方針を決定する

2-2 発行場所選定担当者が発行場所を 選定する

2-3 方針調整担当者がステークホルダーとなる組織の方針と調整する

2-4 実施方針決定担当者がり災証明発行業務の実施方針を決定する

3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 3-1 調査結果台帳構築担当者が建物被害認定調査結果台帳を構築する

3-2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する

3-3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する

3-4 調査結果・被災者結合担当者が被災認定調査結果と被災者を 結合する

4 発行支援システム構築担当者がり災証明発行支援システムを構築する 4-1 発行支援システム設計担当者がり災証明発行支援システムを設計する

4-2 発行支援窓口入力アプリ構築担当者が発行支援窓口入力アプリを構築する

4-3
再調査スケジューリング入力アプリ担当者が再調査スケジューリング
入力アプリを構築する

4-4 ログ集計支援アプリ構築担当者がログ集計支援アプリを構築する

4-5 発行支援システム操作研修担当者が発行支援システムを説明する

5 ワークフロー構築担当者がり災証明発行のワークフローを構築する 5-1 業務フロー決定担当者が業務フローを決定する

5-2 マニュアル作成担当者がマニュアルを作成する

5-3 研修実施担当者が研修を 実施する

BFDにおける
M7で規定

BFDにおける
DFDで規定

 

2008/02/26 63

り災証明発行
基盤台帳

を構築する

1
被害認定調査結果を入力

1-1

住民基本台帳を用意

1-2

再調査結果を編集(入力)

1-3

第１回実行担当者Cインタビュー
調査終了後

実行担当者C

実行担当者B 実行担当者B

図11 第1回実行担当者Cインタビュー調査結果

2 り災証明発行基盤台帳を構築する

り災証明発行基盤台帳を設計

2-1
実行担当者B

り災証明発行台帳の仕様書

✓

り災証明発行台帳の仕様書完成

建物被害認定調査結果を
デジタルデータに

2-2
実行担当者(その他）

PC、ポイントデータの

統合化マニュアル

建物被害認定調査結果デジタルデータ

✓

建物被害認定調査結果デジタルデータ完了

建物被害認定調査の調査票
被害認定調査結果入力アプリ

建物被害認定調査
デジタルデータを管理

2-3
実行担当者D

PC、サーバー、ArcSDE

精度の高い建物被害認定調査結果
デジタルデータ

✓

精度の高い建物被害認定調査結果
デジタルデータ完了

建物被害認定調査デジタルデータ

再調査結果を更新

2-5
実行担当者(その他)

PC、入力手順、入力要員

再調査結果台帳

✓

再調査結果の更新

追加調査、再調査の調査票
再調査結果入力アプリ

住民基本台帳をエクスポート
したデータを用意

2-4
実行担当者I

住民基本台帳

エクスポートした住民基本台帳

✓

住民基本台帳をエクスポート
したものを受理

税務課からの要請

建物被害認定調査結果
と被災者を結合

2-6
実行担当者F

結合された罹災結果

✓

り災結果と被災者を結合

エクスポートした住民基本台帳、
正確な建物被害認定調査結果台帳、 再調査 結果台 帳

被害認定調査結果

入力アプリ

調査票

PC

再調査結果

入力手順

PC

PC サーバー ArcSDE

再調査結果

入力アプリ

再調査の調査票

住民基本台帳

り災証明
発行台帳

地元企業が管理している
住民基本台帳

✓

柏崎市税務課
からの依頼

エクスポートした
住民基本台帳

✓

建物被害認定
調査結果

デジタルデータ 精度の高い建物被害

認定調査結果
デジタルデータ

✓

✓

再調査結果

デジタルデータ

✓

り災証明発行業務
の実施方針

追加調査の

調査票

り災証明発行台帳
の仕様書

✓

✓

✓

税務課

被害認定調査結果

入力アプリ

✓

税務課

税務課

結合された

り災結果

✓

✓

✓

り災証明発行業務の実施方針

再調査結果

入力アプリ

✓

入力要員

調査票の質
（現場での問題）

他部局との兼ね合い

（仮設住宅入居）

外注先との
意思疎通

✓

調査票の質

（入力での問題）

✓

り災証明発行台帳
の仕様書

✓

ポイントデータの
統合化マニュアル

税務課

り災証明発行基盤台帳の

責任者（実行担当者B）

ArcMap

第3回実行担当者B
インタビュー調査終了後

図 9 第 3回実行担当者 Bインタビュー調査結果 

実線括弧：仕事カード 点線括弧：資源カード（入力・資源・制約条件・出力） 
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得た内容を表現し，各人にフィードバックを行なうこと

で，体験者から得られた業務間の関係や業務階層に関す

る整合性が確保できることが期待された．本項では，実

行担当者Bと実行担当者Cへの複数回のフィードバックに

より整合性が高められた「再調査結果を編集（入力）す

る」という業務を例について述べる．実行担当者Bは本

業務の上位階層に位置した「罹災証明発行基盤台帳を構

築する」のオペレーションチーフを務め，一方で実行担

当者Cは「再調査結果を編集（入力）する」のオペレー

ションチーフを務めた．本事例では，実行担当者Bと実

行担当者Cへ同一業務内容を対象としたフィードバック

過程を経ることで，お互いの認識のズレによる業務構造

化の変化を追う． 
実行担当者Bへのインタビュー結果の整理を，実行担

当者Cへのインタビューの際に，これまでに明らかにさ

れた業務としてフィードバックを行なったところ，図7に

示す「再調査結果を編集（入力）する」の階層レベルが

合わないことが指摘され，図11に示すM7へと修正された．

この修正結果を，再度，実行担当者Bへフィードバック

したところ，実行担当者Bが体験の整理を自身の中で行な

い，図10に対する合意を得ることができた．この結果は，

他者に対してのフィードバック過程にも合意が得られ，

最終的に図10が業務遂行の実態を表しているという成果

となった． 

上記の例は，同一業務の2人に対するフィードバックの

中から見られた整合性の確保について示されている．類

似の事例は，本成果の中でいくつも見受けられた．イン

タビュイーの体験は，本人の中では整合的であっても，

業務の全体像の中では矛盾を含んでいる場合が多いこと

が示唆された．そのため，フィードバックにおいて，積

極的に他者の体験とのすりあわせを行うことにより，業

務全体としての整合性が確保され，最終的に「体験者全

員が合意した業務の全体像」を記述することができた． 
以上で示したように，同一人物内，複数の関係者間で

体系的・整合的な業務を記述できたことは，全項目と同

様に共通の記述言語を用いたことに起因する．共通言語

を用いれば，一人の体験を客体視できると同時に他者と

比較することができる．さらに，複数人へ複数回のフィ

ードバック過程を経ることは，体験者の立場から見た業

務の実態を全体的かつ整合的に記述するうえで，有効な

手法となることが示された．  

 

 (2) 多面的な表現技法を用いた体験者の持つ対応

状況の全体像の抽出 
本研究でインタビュイーに提示した業務の記述手法は，

ツールとして業務内容を記述するWBSと，そのフローを

記述するBFDだけではない．制約条件・前提条件分析表，

資源量を含むガントチャート，組織図が，柏崎市での適

用検証において，状況の可視化ツールとして利用された． 
WBSやBFDは，インタビュー調査と体験者との対話の

中で構築される．一方で，WBSをもとに，それらの業務

を執行時期に着目して展開することで，ガントチャート

が作成され，現実として業務遂行に費やされた時間的コ

ストが把握できる．体験者へのインタビューを通して

「実際に遂行した業務」がWBSで把握されため，各々の

業務内容の実施期間について追加調査を進めることがで

きた．体験者は，いつからいつまでどの業務を実施した

かを記憶していた．しかし，業務についてのインタビュ

ーという枠組みの中では，作業日まで聞き出すことは難

しい．WBSをもとに，ガントチャートを作成することによ

って，初めて業務量を実態として把握できた．ここで得

られた成果である，実態に基づく業務内容ならびに業務

量の全体像は，３章（２）で示した図2である．図2の全

体像は，これは図12で示すような詳細なガントチャート

による業務量の分析を算出することでえられた． 

業務フローを進める中でのトリガーや業務選定の背景

に位置づけられる制約条件・前提条件が，BFDをもとに抽

出・整理された（図4）．特に，今回の分析対象とした罹

災証明集中発給業務は自治体職員にとってまったくの新

規業務であり，模索的に実施されてきた．次の災害対応

で活用するためにも，各々の業務項目を，どういう制約

条件の下で進めざるを得なかったかは，貴重な知見であ

る． 
また，BFDには，業務遂行に必要な資源も記述されて

いる．この資源に着目し，ガントチャート内に資源内容

を整理した（図2）．この整理結果からは，今回の規模の

災害対応業務では，どういう資源を，どれだけ用いるこ

とで実際に業務が遂行されたかという事実を把握できる． 

業務自体が自治体にとって新規であるために，業務遂

行を可能とする組織も新規に整備される必要がある．そ

こで，業務運用を支える「人的資源」に着目し，組織図

による可視化を通して，組織構成を明らかにした（図3）．

組織図という1つの表現形を用いて，体験者からの情報整

理を行なうことで，体験者へのフィードバックにおいて

「組織について」に論点を定め，体験者から組織構成に

関する実態を聞き出すことができ，最終的に組織図を組

み立てることができた． 

これらの過程で得られた成果は，1つの業務の実施状況

を多面的に可視化したものである．インタビュイーが実

際の体験者であり，さらに定まったコミュニケーション

ツールを適切に用いることで，業務内容に偏りがちなイ

ンタビューの弱点を補いつつ，業務の実施背景，利用資

源，コストなど，次の被災地における災害対応を実施す

る上での参考となる基礎情報を抽出することが可能にな

った．これは，本研究で提示した災害対応業務の記述手

法内において複数種類の業務遂行状況の記述表現技法な

 
ID WBS

番号
 タスク名 期間 開始日 終了日 人 人･工 資源名

52 3 発行基盤台帳構築担当者がり災証明発行基盤台帳を構築する 51日07/16 (月)09/05 (水) 25 127 5

53 3.1 デジタルデータ化担当者が調査結果をデジタルデータ化する 32日07/16 (月)08/16 (木) 15 480

54 3.1.1 デジタルデータ化担当者が調査結果入力アプリを構築する 11日 /07/16 (月)/07/26 (木) 1 11 調査票,ArcGIS,ArcMap,PC

55 3.1.2 デジタルデータ化担当者が調査結果入力マニュアルを作成する 1日 /07/19 (木)/07/19 (木) 1 1 入力アプリ

56 3.1.3 デジタルデータ化担当者が調査結果を入力する 31日 /07/17 (火)/08/16 (木) 12 372 入力アプリ,入力マニュアル,PC,調査票

57 3.1.4 デジタルデータ化担当者が調査結果のデータを管理する 17日 /07/31 (火)/08/16 (木) 2 34 管理マニュアル,サーバー,ＡｒｃSDE,SQLサーバー

58 3.2 発行基盤台帳設計担当者がり災証明発行基盤台帳を設計する 4日08/06 (月)08/09 (木) 5 20

59 3.2.1 発行基盤台帳設計担当者が発行基盤台帳の方針を決定する 4日 /08/06 (月)/08/09 (木) 5 20 プログラマの予定,罹災証明発行実施方針

60 3.2.2 発行基盤台帳設計担当者がデータ項目を決定する 4日 /08/06 (月)/08/09 (木) 5 20 罹災証明書様式

61 3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を更新する 24日08/12 (日)09/05 (水) 10 240

62 3.3.1 再調査結果更新担当者が再調査結果編集アプリを構築する 3日 /08/12 (日)/08/14 (火) 1 3 編集パターン想定図,ArcGIS,PC

63 3.3.2 再調査結果更新担当者が再調査結果編集マニュアルを作成する 1日 /08/15 (水)/08/15 (水) 1 1 編集アプリ

64 3.3.3 再調査結果更新担当者が再調査結果を編集する 18日 /08/18 (土)/09/05 (水) 10 180 編集アプリ,編集マニュアル,PC,再調査調査票

65 3.3.4 再調査結果更新担当者が再調査編集結果を管理する 18日 /08/18 (土)/09/05 (水) 2 36 管理マニュアル

66 3.4 結合担当者が被災認定調査結果と被災者を結合する 29日07/19 (木)08/16 (木) 2 58

67 3.4.1 結合担当者が住民基本台帳を用意する 3日 /07/19 (木)/07/21 (土) 1 3 データ利用申請書

68 3.4.2 結合担当者が家屋データを用意する 3日 /07/19 (木)/07/21 (土) 1 3

69 3.4.3 結合担当者が建物被害認定調査結果と被災者を結合する 26日 /07/22 (日)/08/16 (木) 1 26 住基データ,航空写真,建物枠

調査 票,Arc GIS,Arc Map,PC

入力 アプ リ

入力 アプ リ,入力 マニ ュアル ,PC ,調査 票

管理 マニ ュアル ,サー バー ,Ａｒｃ SD E,SQLサー バー

プロ グラ マの予定 ,罹災 証明 発行 実施方 針

罹災 証明 書様 式

編集 パタ ーン想定 図,Arc GIS,PC

編集 アプ リ

デー タ利用 申請 書

住基 デー タ,航空 写真 ,建物 枠

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水
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図12 ＷＢＳを詳細レベルに展開した業務内容ならびに業務量の実態
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らびにコミュニケーションツールを設定し，本手法にお

けるフィードバック過程の中でインタビュイーの持つ実

体験が抽出できたことによって得られた成果であると考

えられる． 

 

 

６．まとめと今後の展望 
 
本研究では，災害対応業務を記述する手法を開発・提

案し，2007年新潟県中越沖地震の被災地である新潟県柏

崎市の罹災証明集中発行業務の業務プロセスを明確化す

ることができた．業務プロセスの明確化においては，業

務の経験をWBSやDFDなどで構成されるBFDや，ガント

チャートや制約条件などプロジェクトマネジメントで用

いられるツールによって可視化を行い，インタビュイー

（体験者）にフィードバックすることで，1）個々の体験

者の経験をインタビュアーの誤った認識を取り除いたか

たちで記述できたとともに，2）複数の体験者間で発生し

ていた認識や理解の異なりも是正され，個々の断片的な

業務経験を体系的・整合的に一つの業務プロセスとして

記述することができた．このことは，危機対応における

実際の業務経験を形式知として描ける手法を開発できた

こと意味している． 

効果的な危機対応を行うためには，危機の発生時に自

治体が行う一連の業務プロセスを，標準化したかたちで

整備しておくことが望ましい．このような標準的な危機

対応業務のプロセスは，複数の被災地における様々な危

機対応業務の経験について，体系的・整合的な業務プロ

セスの記述を蓄積し，比較・分析・検証を行うことで構

築できると考えている．このような調査や検証を一過性

のものにとどめず，継続的に実施することは，業務プロ

セスを精錬化し，我が国の危機対応能力の向上につなげ

ることをねらいとしている．柏崎市における罹災証明集

中発行業務にとどまらず，危機発生時に必要となる業務

について，複数の被災地や異なる災害事例で業務プロセ

ス記述を継続していきたい． 
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